
○平塚市心身障害者福祉手当条例施行規則 

昭和５０年６月３０日 

規則第２７号 

改正 平成１１年３月３１日規則第４９号 

平成１６年５月３１日規則第４１号 

平成２２年３月１８日規則第８号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、平塚市心身障害者福祉手当条例（昭和５０年条例第２８号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（申請書の提出） 

第２条 条例第５条第１項の規定に基づき、心身障害者福祉手当（以下「福祉手当」とい

う。）の支給の申請をしようとする者は、心身障害者福祉手当支給申請書（第１号様式）

を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定により申請書を提出するときは、次の各号に定めるところにより身体障害

者手帳等を提示するものとする。 

（１） 身体障害者手帳に記載されている障害の程度が１級から３級までの者にあつて

は、身体障害者手帳 

（２） 療養手帳に記載されている障害の程度がAの者にあつては、療養手帳 

（３） 児童相談所又は知的障害者更生相談所において知能指数が５０以下と判定され

たものにあつては、児童相談所又は知的障害者更生相談所の判定書 

（４） その他精神又は身体の障害の程度を証明することのできる書類 

（支給決定等の通知） 

第３条 市長は、前条第１項の申請を受けたときは、条例第３条に規定する福祉手当の支

給を受ける資格（以下「受給資格」という。）について調査し、支給の適否を決定の上、

その旨を心身障害者福祉手当支給決定通知書（第２号様式）又は心身障害者福祉手当支

給申請却下通知書（第３号様式）により申請者に通知するものとする。 

（届出の義務） 

第４条 福祉手当の支給を受ける障害者（以下「障害者」という。）は、次の各号のいず

れかに該当する場合には、その旨を心身障害者福祉手当支給事項変更届出書（第４号様

別紙４ 



式）により市長に届け出なければならない。 

（１） 障害者が住所又は氏名を変更したとき。 

（２） 障害者に該当障害がなくなつたとき。 

（３） 障害者が条例第３条各号のいずれかに該当するに至つたとき。 

（４） その他福祉手当の支給に関する事項に異動があつたとき。 

２ 障害者が死亡したときは、その同居の親族は、その旨を心身障害者福祉手当支給事項

変更届出書により市長に届け出なければならない。 

（福祉手当の支給の停止及び取消しの通知） 

第５条 市長は、条例第７条の規定により福祉手当の全部又は一部を支給しないことを決

定したときは、その旨を心身障害者福祉手当支給変更・受給資格喪失決定通知書（第５

号様式）により障害者に通知するものとする。 

（福祉手当の返還） 

第６条 市長は、条例第８条の規定に基づき、既に支給した福祉手当の全部又は一部を返

還させることを決定したときは、その旨を心身障害者福祉手当返還決定通知書（第６号

様式）により障害者に通知するものとする。 

２ 前項の通知を受けた障害者は、市長の指示に従い、当該福祉手当を、速やかに、返還

しなければならない。 

（その他） 

第７条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

１ この規則は、昭和５０年７月１日から施行する。 

２ 平塚市特別児童福祉手当条例施行規則（昭和４２年規則第１９号）は、廃止する。 

３ この規則の施行の日の前日までの特別児童福祉手当の支給については、なお従前の例

による。 

附 則（平成１１年３月３１日規則第４９号） 

この規則は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１６年５月３１日規則第４１号） 

１ この規則は、平成１６年６月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の規定により作成されている様式書



類は、当分の間、必要な調整をして使用することができる。 

附 則（平成２２年３月１８日規則第８号） 

この規則は、平成２２年１０月１日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



第１号様式（第２条関係） 

第２号様式（第３条関係） 

第３号様式（第３条関係） 

第４号様式（第４条関係） 

第５号様式（第５条関係） 

第６号様式（第６条関係） 

 


